
  
  

ものづくりにおける単回帰分析の必要性と活用 
  松下電器産業株式会社 半導体社

清水貴宏  
  
１．はじめに 行っているが、回帰分析、特に単回帰分析につ

いて、以下の内容が不足していると感じた。 現在、モノづくりが高精度化・複雑化となっ

ている。その状況下において完成度の高いモノ

づくりを実現するためには、微小なデータの変

化等を正確に捉える理論的な分析と固有技術の

融合が重要である。 

①回帰母数の検定についてはゼロ検定のみ 
②母回帰式の区間推定、あるいはデータの区

間推定の信頼率は90あるいは95%に限定 
③散布図では層別した散布図が作成できるが

単回帰では作成できず、層別した結果、双

方のモデルが同一か否かを確認できない 
そのため、多くのデータを一度に処理し、そ

の規則性等から、特性モデルの構築や品質特性

への影響度、あるいは条件の抽出などが重要と

なってくる。その中で、要因と結果の関係を分

析する方法として、散布図での視覚的判断や回

帰分析などを用いての定量的判断が用いられる

ことが多い。 

日本科学技術研修所では『Statworks新機能研

究会』があり、その中で、実務上有効な機能に

ついて研究し、有用であれば、採用し製品化す

る仕組みがある。今回、上記内容について次期

Statworksに搭載されるが、①と②については

適用事例、③については、一般的に用いられて

きたダミー変数法でなく、第 85 回品質管理学

会研究発表会で清水が発表した『２つの単回帰

モデルにおける回帰母数の直接検定法』を採用

している。経緯・理論・事例について紹介する。 

２．背景 
散布図は一般的に要因と結果の関係を視覚的

に判断できる方法として優れている。しかし、

ある品質特性に影響する製造条件との因果関係

を分析し、定量的な製造条件の抽出を行う場合、

散布図は困難である。そこで回帰分析を適用す

ることになる。 

 
３．単回帰分析の適用内容 
以下の3点について単回帰分析を適用する必要

性と適用事例を説明する 
回帰分析も単回帰・重回帰など様々な手法が

用いられるが、最近の分析は、Excel 等の計算

ソフトや Statworks など市販の統計解析ソフ

トなどが用いられる。データ解析にソフトウェ

アが使用される目的は、 

3.1 回帰母数についてゼロ検定だけでなく、

任意の回帰母数との検定 
3.2 母回帰式およびデータの区間推定におけ

る信頼率を任意に設定 
 ①作図などが簡単に行える 

3.3 ２つの単回帰モデルの回帰母数について

の差の検定 
 ②複雑な計算を自動的に行ってくれる 
③データの解析速度が早く効率的 

本内容は、次世代Statworksに新機能として搭

載される。 
などが考えられる。 
業務上必要なデータ解析ツールが組み込まれ

たソフトウェアが重要であることは言うまでも

ない。 

 
3.1 任意の回帰母数との検定 
3.1.1 必要性 

以前より、Statworksを活用しながら業務を 
 現状のStatworksでは、単回帰分析を行った

際、分散分析を表示させると図１のような結果
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を得ることが出きる。  
 

 

図.1 
図.1の枠中部分は、回帰母数についての『ゼロ

検定』を示している。 
 一般的に、回帰母数、特に母回帰係数： 1β に

ついて、ゼロであるかどうかを検定することは

非常に重要である。しかし、ゼロ検定ばかりが

重要であるとは言えない。 
 例えば、2 台の検査機や測定器の一致性を確

認する場合、標準試料等を用いて確認を行う。

様々な方法を聞くが、図.2のように、適合／不

適合の標準試料を準備して、適合／不適合がき

ちんと測定できるかという結果をもって一致性

を確認するという場合がある。この方法は、一

致性の検証にはならない。 
 
 
 
 
 
 
 

図.2 
その理由は、図.3，図.4 のような状況を考えれ

ば、理解できる。2 台の検査機の一致性を期待

するので、 xy = が理想となる。しかし先述の

方法であれば、理想関係でなくとも、適合／不

適合の判別が行えるため、一致性が確認できた

とは言えない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図.3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図.4 
また、MSA 等で紹介されている検査機の確認

方法の図.5のような標準試料の考え方にも問題

があると考える。 
 
 
 
 
 
 

図.5 
標準試料の収集方法は正しいと考えるが、これ

ら標準試料を使って、例えば、『対応ある２つの

平均の差の検定』を用いて、一致性を確認した

場合、図.4についての問題は検出することがで

きない場合がある。 
 これら問題を解決する方法として、単回帰分

析を適用する。 

適合品 
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   0001 : ββ ≠H  
3.1.2 適用事例 共に帰無仮説が棄却されなければ、検査機A・

Bの検査結果の関係は、 xy = のモデルとなる

ので、検査結果の一致性が確認できる。 
図.5 の考え方で収集した標準試料を準備し、2
つの検査機Ａ，Ｂで測定する。その結果を、表.1
に示す。  ○回帰係数： 1β について 

  検定統計量： 表.1 
No. 検査機A 検査機B No. 検査機A 検査機B
1 185 183 11 126 128
2 150 150 12 122 119
3 176 172 13 133 129
4 128 129 14 125 122
5 185 185 15 178 178
6 198 197 16 135 134
7 165 162 17 155 152
8 119 121 18 160 163
9 166 167 19 143 144
10 158 162 20 146 148  
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散布図及び回帰式を求めると、図.6，式(1)とな

る。また分散分析の結果は表.2となる。 
したがって、帰無仮説は棄却されない。 

○回帰定数項： 0β について 
  検定統計量：  
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回帰式 :   Y = 0.846464+0.991834X 

項目 横軸 縦軸
変数番号      5    6
変数名      検査機A  検査機B
 データ数    20  20
最小値     119.000 119.000
最大値     198.000 197.000
平均値     152.6500 152.2500
標準偏差    23.78915  23.71736
相関係数     0.995
回帰定数     0.846
 回帰係数1次   0.992
 ｔ値        41.588
 P値（両側）   0.000
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表.2 

  したがって、帰無仮説は棄却されない。 要因 平方和 自由度 分散 分散比 検定 P値（上側）
回帰 10577.667 1 10577.667 1729.5848 ** 0
残差 110.083 18 6.116
 計 10687.75 19
   回帰式    Y= 0.846    +0.992 * x
95%信頼区間（下限） -6.89 0.942
95%信頼区間（上限） 8.583 1.042
ｔ値 0.23 41.588
P値（両側） 0.821 0

t (φe,0.05) 2.101 t (φe,0.01) 2.878
相関係数 0.995 寄与率 0.99
相関係数の95%信頼区間（下限） 0.987
相関係数の95%信頼区間（上限） 0.998

以上の結果から、検査機 A・B の検査結果は

xy = の関係にあることが検定でき、検査結果

が一致していると判断できる。 
 

   6.10752=xxS 116.6=eV 7.152=x  3.2 データの区間推定の任意の信頼率設定 
検査機A・Bの検査結果が一致することを期待

する。そこで、以下の仮説を設定する。 
3.2.1 必要性 
現状のStatworksでは、単回帰分析の際に図.7
のように母回帰式の区間推定とデータの区間推

定が表示される。 

 ○回帰係数： 1β について 
  ( )1: 101010 == βββH  
  1011 : ββ ≠H  
 ○回帰定数項： 0β について 
  ( )0: 000000 == βββH  
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図.7 
図.8に示すように、母回帰式の区間推定におけ

る信頼区間は95%と90%のいずれか選択、デー

タの区間推定については 95%固定となってい

る。 

図.8 
単回帰分析を用いて、品質特性の規格に対し

て、どのような製造条件に設定すれば、高い歩

留で製造できるかということをよく行う。その

際、以下の3つの方法で製造条件を求めている

場合がある。 
①十分な精度が確保できない少ないデータ数

( )での場合 30<n
②サンプルから抽出した回帰式を用いて、

図.9のように回帰式と規格の交点を条件と

する場合 
 ③サンプルから抽出した回帰式を用いて、 

図.12 のように何らかの余裕度を設定して

製造条件を算出する場合 
①については、データの信頼度という根本的な

問題を含むので、今回の解説からは省く。 
②についての問題点は、あくまでも、用いたデ

ータがサンプルデータであり、母集団そのもの

で算出したものではない。 
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回帰式 :   Y = -19.648215+0.758005X 

項目 横軸 縦軸
変数番号      5    6
変数名     製造条件 品質特性
 データ数    30  30
最小値     136.000  76.820
最大値     167.000 111.220
平均値     149.6333  93.7747
標準偏差     8.93070   8.48787
相関係数     0.798
回帰定数   -19.648
 回帰係数1次   0.758
 ｔ値         6.996
 P値（両側）   0.000
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回帰式 :   Y = -23.808993+0.768459X 

項目 横軸 縦軸
変数番号     11   12
変数名     製造条件 品質特性
 データ数    30  30
最小値     106.600  41.372
最大値     192.900 126.744
平均値     151.5900  92.6817
標準偏差    21.19299  19.18406
相関係数     0.849
回帰定数   -23.809
 回帰係数1次   0.768
 ｔ値         8.500
 P値（両側）   0.000

図.9 
今回、サンプルのみの結果で条件を設定する危

険性を証明するために、N＝300 を母集団とす

る散布図を図.10のように作成した。 
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回帰式 :   Y = -12.820046+0.714867X 

項目 横軸 縦軸
変数番号      8    9
変数名      製造条件(N=300)  品質特性(N=300)
 データ数   300 300
最小値      97.000  41.372
最大値     207.600 141.776
平均値     150.1697  94.5313
標準偏差    21.22058  18.41235
相関係数     0.824
回帰定数   -12.820
 回帰係数1次   0.715
 ｔ値        25.096
 P値（両側）   0.000

図.10 
この N=300 の仮想母集団からランダムサンプ

リングにより、n=30 のデータを 5 回収集した

ときの散布図を図.11に示す。 
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図.11 
図.9 のように品質特性規格：90±20 を満たす

製造条件を算出すると、表.3の結果となる。 
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表.3 
 
 
 
 
 
製造条件がすべて異なることが分かる。また、

この算出方法は、回帰式： と品

質特性規格との交点を求めている。回帰式は、

目的変数：

xy 10
ˆˆ ββ +=

y の期待値を、説明変数：x の関数

で表したものである。つまり、データのばらつ

きを考えると、妥当な条件設定とは言えないの

で、②の方法は不適切となる。③の方法は、ば

らつきには考慮した条件設定を行いたいが、理

論的な方法を知らないために、ある余裕度を設

けて条件設定をしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図.12 
条件設定に用いている回帰式：

はサンプルデータに基づき算出されたものであ

る。したがって用いるサンプルが変わると、回

帰式そのものが変わる。また、回帰直線は目的

変数：

xy 10
ˆˆ ββ +=

y の期待値の集合なので、ばらつきが考

慮されない。したがって、図.12 に記載するよ

うに、規格外れが発生する危険性がある。 
これらの問題を解決する方法として、単回帰に

おけるデータの区間推定を用いる。 
 
3.2.2 適用事例 
ある製品の品質特性：Ｙに影響すると考えられ

る、製造条件：Ｘについて、95%以上の歩留が

できる製造条件：Ｘの規格を決めたい。ある程

度の結果精度を確保するために、n=30 のサン

プルデータを表.4のように抽出した。 
表.4 

下限 ねらい 上限
1回目 122.1 148.1 174.1
2回目 106.2 140.3 174.5
3回目 113.6 142.0 170.4
4回目 115.7 143.9 172.1
5回目 111(推定量) 141.7 172.4

製造条件
サンプリング

 N
 
 
 
 
 
 
 
 
 

o. 製造条件 品質特性 No. 製造条件 品質特性
1 137.3 62.2 16 159.6 80.5
2 175.2 81.2 17 139.9 74.1
3 192.9 78.9 18 127.8 44.5
4 172.1 74.7 19 171.1 84.2
5 142.1 62.6 20 130.8 55.0
6 147.7 73.5 21 131.2 58.4
7 163.7 70.6 22 128.9 56.3
8 136.9 68.2 23 122.7 50.2
9 160.8 73.4 24 140.4 53.0

10 156.0 63.4 25 148.6 62.8
11 200.2 84.7 26 161.8 78.1
12 126.4 69.2 27 123.4 53.0
13 106.1 49.5 28 125.3 59.0
14 172.2 73.8 29 125.4 55.4
15 150.9 67.7 30 159.9 72.5

単回帰分析を行うと、図.13 及び表.5 の分散分

析表を得ることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 横軸 縦軸
変数番号     17   18
変数名     製造条件 品質特性
 データ数    30  30
最小値     106.100  44.500
最大値     200.200  84.700

図.13 
表.5 

 
 
 
 
 
 
次に、母回帰式とデータの区間推定を行う。

Statworksではオプションにその機能がついて

いるが、データの区間推定は、95%固定なので

今回は、『歩留 95%以上を得ることができる製

造条件を設定したい』とする。データの区間推

定と母回帰式の区間推定ラインを入力すると、

図.14を得ることができる。 
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回帰式 :   Y = -31.541036+1.463445X 

項目 横軸 縦軸
変数番号     14   15
変数名      製造条件(余裕度)  品質特性(余裕度)
 データ数    30  30
最小値      92.400 104.580
最大値     191.100 251.795
平均値     147.0933 183.7220
標準偏差    19.27269  28.92558
相関係数     0.975
回帰定数   -31.541
 回帰係数1次   1.463
 ｔ値        23.253
 P値（両側）   0.000

回帰式により算出した 
条件幅 
10%の余裕度を 
考慮したもの 

規格外れ(歩留悪化)
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平均値     147.9100  66.3533
標準偏差    22.26067  11.18061
相関係数     0.844
回帰定数     3.629
 回帰係数1次   0.424
 ｔ値         8.338
 P値（両側）   0.000

回帰式 :   Y = 3.628531+0.424074X 

要因 平方和 自由度 分散 分散比 検定 P値（上側）
回帰 2584.39 1 2584.39 69.5273 ** 0
残差 1040.785 28 37.171
 計 3625.175 29
   回帰式    Y= 3.629    +0.424 * x
95%信頼区間（下限） -11.948 0.32
95%信頼区間（上限） 19.205 0.528
ｔ値 0.477 8.338
P値（両側） 0.637 0

t (φe,0.05) 2.048 t (φe,0.01 2.763
相関係数 0.844 寄与率 0.713
相関係数の95%信頼区間（下限 0.696
相関係数の95%信頼区間（上限 0.924
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回帰式 :   Y = 3.628531+0.424074X 

項目 横軸 縦軸
変数番号     17   18
変数名     製造条件 品質特性
 データ数    30  30
最小値     106.100  44.500
最大値     200.200  84.700
平均値     147.9100  66.3533
標準偏差    22.26067  11.18061
相関係数     0.844
回帰定数     3.629
 回帰係数1次   0.424
 ｔ値         8.338
 P値（両側）   0.000

 
 
 
 
 
 
 

図.14  
品質特性の規格を、70±20 とする。この品質

特性が歩留 95%以上となる製造条件を算出す

るには、図.15 のように品質特性の上側規格：

とデータの区間推定式の上側との交点、品

質特性の下側規格： とデータの区間推定式

の下側との交点を求めればよい。 
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回帰式 :   Y = 3.628531+0.424074X 

項目 横軸 縦軸
変数番号     17   18
変数名     製造条件 品質特性
 データ数    30  30
最小値     106.100  44.500
最大値     200.200  84.700
平均値     147.9100  66.3533
標準偏差    22.26067  11.18061
相関係数     0.844
回帰定数     3.629
 回帰係数1次   0.424
 ｔ値         8.338
 P値（両側）   0.000
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3.3 ２つの単回帰モデルの回帰母数の差の検定  
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回帰式 :   Y = 3.628531+0.424074X 

項目 横軸 縦軸
変数番号     17   18
変数名     製造条件 品質特性
 データ数    30  30
最小値     106.100  44.500
最大値     200.200  84.700
平均値     147.9100  66.3533
標準偏差    22.26067  11.18061
相関係数     0.844
回帰定数     3.629
 回帰係数1次   0.424
 ｔ値         8.338
 P値（両側）   0.000

3.3.1 必要性 
現状の statworksでは、複数の単回帰モデルを

作図する場合は、散布図で図.18が作成できる。 
 
 
 
 

図.15  
Statworks では回帰の逆推定を用いて、図.16
の赤枠部分が歩留95%以上を満たす、製造条件

規格の上限と下限を算出することができる。計

算結果は、 
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No. 種類  材料
  1 a
  2 c2

173.1 139.4upper lowerx x= =  図.18 
となり、図.17 の斜線部が品質特性の規格内で

製造されることになる。製造条件の上限・下限

で製造されたとしても、歩留95％以上が確保で

きることになる。 

この時、２つの単回帰モデルは異なるものかを

統計的に判断する方法はない。そのため、視覚

的判断を行うか、ソフトウェアを用いずに、一

般的にはダミー変数法を用いることになる。ダ

ミー変数法は、  
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 ①モデルを想定する この結果をより、２つの単回帰モデルを考えた

場合、  ②ダミー変数をモデルに導入する 
 ③モデルの一致性を検証する 

 aaaaa xy εββ ++= 10  
という手順で行う。ここではダミー変数法につ

いて詳細な説明は省く。今回は、ダミー変数法

を用いずに、〔2007清水〕が提案した『２つの

単回帰モデルにおける回帰母数の直接検定法』

を活用する。 

の回帰係数の推定量： は、 a1β̂

⎟
⎟
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⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

aa xx

a
aa S

N
2

11 ,~ˆ σ
ββ  

の正規分布にしたがい、他方の単回帰モデル 直接検定法の原理は、 
回帰モデル： εββ ++= xy 10  

bbbbb xy εββ ++= 10  
に対して検定対象となる標本回帰係数 の分

布を考える。このとき、

1̂β

1β の推定量は、 については、回帰係数の推定量： は、 b1β̂

⎟
⎟
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S
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で与えられる。ここに、 は説明変数の偏差

平方和であり、 は

xxS

xyS x と y の偏差積和である。

説明変数は任意に設定できる非確率変数である

ことから、 はxyS y の一次関数と考えることが

できる。したがって、回帰係数の推定量： の

期待値と分散は、 
1β̂

の正規分布にしたがうことがわかる。したがっ

て、図.20 のような関係を考えることにより、

回帰係数の差を検定することができる。 

( ) 11̂ ββ =E  ， ( )
xxS

V
2

1̂
σβ =  

として得られる。 
この結果、回帰係数の推定量： は、 1̂β

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛

xxS
N

2

11 ,~ˆ σββ   

となり、図.19 のような正規分布にしたがうこ

とがわかる。 

 
 

図.19 

 

図.20 

したがって、母分散未知の母平均の差の検定を

行う場合には、 
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なるｔ検定統計量を用いることができると考え

た。ここに、 はそれぞれ の推定

量である。このとき、判定基準値に用いる自由

度をどのように算出するかが問題となる。一般

的に、自由度は誤差分散：V に依存する

ため、検定のための判定基準値に用いる自由度

ebea VV , 22 , ba σσ

ebV,ea

xxS

2σ

bb xx

b

S

2σ

aa xx

a

S

2σ

a1β b1β

1β

© 2010, The Institute of JUSE. All Rights Reserved.



(2) 2
aは異なる。そこで、 2

bσ σ≠ であると考えられる場合 

1 1 *
0

ˆ ˆ
,
2

a a b b
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e
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x x x x

t t
V V
S S

β β αφ
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22
1

22
0 :: baba HvsH σσσσ ≠=  

なる仮説検定を考え、帰無仮説が採択された場

合には、判定基準の自由度として、 

422 −+=−+−= babae nnnnφ  となるとき、有意水準：α で帰無仮説が棄却す

ると考えればよい。 
分散として、 

また、回帰定数項の差に関する検定は、回帰係

数の差に関する検定原理を応用して行うことが

できる。 
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を仮定した際に採取された標本数であり、 は、 bn
図.21のように正規分布にしたがう。 
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このことから、回帰定数項の差に関する検定の

検定統計量は 

(1) と考えられる場合 22
ba σσ =

により自由度を算出する。以上の結果を踏まえ

て、母回帰係数に対する仮説検定として、 
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となる。ここで判定基準値の自由度： は、 *
eφ

2
2 2

*
2 2

2 2

1 1

1 1

a a b b

a a b b

a b
ea eb

a x x b x x

e

a b
ea eb

a x x b x x

ea eb

x xV V
n S n S

x xV V
n S n S

φ

φ φ

⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎪ ⎪⎜ ⎟ ⎜ ⎟+ + +⎨ ⎬⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎪ ⎪⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭=
⎧ ⎫ ⎧⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎪ ⎪ ⎪⎜ ⎟ ⎜ ⎟+ +⎨ ⎬ ⎨⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎪ ⎪ ⎪⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭ ⎩+

⎫⎪
⎬
⎪⎭

で計算される。 

3.3.2 適用事例 
金型に樹脂を流し込んで型を形成する場合に樹

脂剤の粘性と形成温度が大きく影響する。コス

トを削減するために安価な樹脂剤で現在使用し

ている樹脂剤と形成温度における粘性の関係が

同等で品質特性に影響しない材料を探している。

Ｔという材料が候補にあがり、従来材料：Ｄと

形成温度における粘性の特性実験を行った。結

果を表.6に示す 
表.6 

 
 
 
 
 
 
 

3.3.2.1母回帰係数の差に関する検定 
表.6の結果を図.22の散布図に示す。 
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No. 種類  変数25
  1 D
  2 T

材料 D・Ｔの回帰分析の分散分析表を表.7，8
に示す。 

(1)従来材料Ｄにおける分散分析 
表.7 

 要

 
 
 
 
 

因 平方和 自由度 分散 分散比 検定 P値（上側）
回帰 251 1 250.999 18.1446 ** 0
残差 387.33 28 13.833
 計 638.33 29
   回帰式   Y= 17.887    +0.161 * x
95%信頼区間（下限） 2.689 0.083
95%信頼区間（上限） 33.086 0.238
ｔ値 2.411 4.26
P値（両側） 0.023 0

t (φe,0.05) 2.048 t (φe,0.01) 2.763
相関係数 0.627 寄与率 0.393
相関係数の95%信頼区間（下限） 0.345
相関係数の95%信頼区間（上限） 0.805

DD xy 161.0887.17 +=   

(2)新規材料Ｔにおける分散分析 
表.8 

 要因

 
 
 
 
 

平方和 自由度 分散 分散比 検定 P値（上側）
回帰 54.506 1 54.506 5.3191  * 0.029
残差 286.92 28 10.247
 計 341.43 29
   回帰式    Y= 35.603    +0.078 * x
95%信頼区間（下限） 21.639 0.009
95%信頼区間（上限） 49.566 0.148
ｔ値 5.223 2.306
P値（両側） 0 0.029

t (φe,0.05) 2.048 t (φe,0.01) 2.763
相関係数 0.4 寄与率 0.16
相関係数の95%信頼区間（下限） 0.046
相関係数の95%信頼区間（上限） 0.664

TT xy 078.0603.35 +=      

～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

1 186.2 45.4 182.5 49.8
2 227.4 54.9 191.3 50.4
3 194.6 47.7 234.1 51.5
4 188.1 47.8 203.8 53.8
5 202.7 48.1 211.4 48.4

温度：XD 粘性：YD 温度：XT 粘性：YT

これらの解析結果から得られる誤差分散の推定

量：V を用いて、まず、誤差分散の検定

を行う。 
eTeD V,

28 168.6 45.4 214.7 52.1
29 217.5 50.1 190.5 51.3
30 156.6 40.5 192.7 50.2 22
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22
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〔5〕清水貴宏 『２つの単回帰モデルにおける回

帰母数の差の直接検定法の提案』 
回帰係数同様に、表.6の結果に対して、回帰定

数項の検定を行う。 
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2007年 

したがって、帰無仮説は棄却されない。つまり、

新材料Ｔは従来材料Ｄの形成温度に対する粘性

が同等と判断できる。 

４．まとめ 
これらの内容について、日本科学技術研修所お

よびStatworks新機能研究会で、議論しながら

有効性ならびに数理理論の課題について議論を

進めながら、より実務に有効性を発揮する次世

代統計解析ソフトについて検討し、導入の予定

に至っている。 
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